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第１章　宮城県の環境施策の展開

第１章　宮城県の環境施策の展開

宮城県では、平成７年４月に、環境基本法制定
等の国内動向を踏まえ、良好な環境の保全及び創
造について、基本理念を定め、県、市町村、事業
者及び県民の責務を明らかにするとともに、良好
な環境の保全及び創造に関する施策の基本的な事
項を定めることにより、県民の健康で文化的な生
活の確保に寄与することを目的として、「環境基
本条例」を施行しました。平成９年３月には、同
条例の理念を具体化するため、県が環境施策を進
める上での総合的指針となる「宮城県環境基本計
画」を策定し、基本目標の達成に向けて各種施策
を進めました。平成１８年３月には、この計画の期
間が終了したことを受け、平成１８年度から平成２７
年度までの１０年間を計画期間とする、新たな環境
基本計画の策定を行いました。
環境基本計画は、良好な環境の保全及び創造に

関する総合的かつ長期的な目標並びに県の施策の
大綱を明らかにし、環境分野の個別計画に施策の
基本的方向性を与えるものであるとともに、目指
す将来像を明らかにし、地域社会を構成するすべ
ての主体と将来像に対する認識の共有化を図るも
のとしての役割を有したものであり、本県の環境
施策は同計画に沿って展開していくことになりま
す。
一方、平成９年３月に「環境影響評価条例」、平

成１４年７月には「宮城県自然エネルギー等・省エ
ネルギー促進条例」、さらには、平成１６年３月に
「産業廃棄物税条例」、同６月に「ふるさと宮城の
水循環保全条例」、平成１７年度には、「グリーン購
入促進条例」「産業廃棄物の適正化等に関する条
例」を制定し、順次施行するとともに、「“脱・二
酸化炭素”連邦みやぎ推進計画」「循環型社会形成
推進計画」「宮城県自然エネルギー等の導入促進及
び省エネルギーの促進に関する基本的な計画」を

策定し、平成１８年度には、「宮城“グリーン”行動
促進計画」「宮城県自然環境保全基本方針」「宮城
県自動車交通環境負荷低減計画」「宮城県水循環保
全基本計画」を策定し、新たな環境基本計画に
沿った環境分野の個別計画による総合的・計画的
な施策の展開を図っています。例えば、「宮城“グ
リーン”行動促進計画」を推進していくために、
平成１９年６月には、県民や事業者の環境配慮行動
の実践のきっかけづくりとして、｢みやぎｅ行動
（eco do!）宣言｣登録を開始し、みやぎ出前講座等
においても普及に努めています。平成２１年度末現
在で、県民（一般・小学生・中学生）１４，４９０名、
事業者２６１社が登録しています。
また、平成21年度には、二酸化炭素排出量の増

加が顕著な民生家庭部門における二酸化炭素排出
量の削減を図るため、クリーンエネルギー自動車
（ハイブリッド自動車等）を購入する県民に対して
助成を行ったほか（対象台数：６，１８９台）、住宅用
太陽光発電を新たに設置した県民に対して、助成
を行いました（対象件数：１，２８４件）。
さらに、廃棄物の発生を抑制するため、平成２１

年２月に仙台市に隣接する市町村のエリアで始
まったレジ袋使用削減に向けた取組を関係市町村
及び関係団体（小売業者、住民団体等）の協力を
得て、平成２１年１０月には、県内全域にまで拡大し
ました。
一方、県自ら環境負荷削減に向けた取組とし

て、平成１８年３月に宮城県環境保全率先実行計画
（第３期）を策定し、事務事業の執行に伴い発生す
る環境負荷の削減（省エネ、廃棄物の削減、リサ
イクルの推進等）に取り組んでいます。また、毎
年度グリーン購入の推進に関する計画を策定し環
境負荷の少ない物品購入（グリーン購入）等に取
り組んでいます。

第１部　総　　説
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第１部　総　　説

第２章　環境基本計画の進捗状況

第１節　環境基本計画施策体系

将 来 像

基 本 的 戦 略

将来像実現の
た め の 政 策

［　　　　　　］

［　　　　　　］

人と自然が共生する豊かで美しい県土

“グリーン”な地域社会構築に向けての行動プログラム
①地域環境力の向上　　②“グリーン”な経済システムへの加速

地球環境保
全への貢献

①地域からの
地球温暖化
対策の推進

②資源循環型
社会の形成

③豊かな自然
環境の保全

④環境負荷の
少ない交通の推進

⑤健全な
水循環の確保

資源循環型
社会の形成

安全で良好な
生活環境の確保

自然環境の保全とやすらぎや潤いの
ある身近な環境の保全及び創造

持続可能な社会の実現に向けて
すべての主体が行動する地域社会

地球環境保全への貢献

資源循環型社会の形成

安全で良好な生活環境の確保

自然環境の保全とやすらぎや潤い
のある身近な環境の保全及び創造

地域からの地球温暖化対策の推進

オゾン層保護対策の推進

国際的な環境協力等の推進

地域からの資源循環型社会の形成促進

一般廃棄物の３Ｒの推進

産業廃棄物の３Ｒの推進

廃棄物の適正な処理の推進

健全な生態系の保全及び生態系ネットワークの形成

生物多様性の保全及び自然環境の再生

豊かな自然環境を次世代に引き継ぐ基盤づくり

やすらぎや潤いのある生活空間の創造

大気環境の保全

水環境の保全

土壌環境及び地盤環境の保全

地域における生活環境の保全

化学物質による環境リスクの低減

１　環境基本計画が目指す将来像と将来像実現のための戦略

２　将来像実現のための政策と施策項目
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第２章　環境基本計画の進捗状況

第２節　環境基本計画の進捗状況の点検評価

１　環境基本計画の基本的事項
①　計画の役割等
環境基本計画は、環境基本条例により、良好な

環境の保全及び創造に関する総合的かつ長期的な
目標並びに県の施策の大綱を定めるものであり、
目指す将来像を明らかにし、地域社会を構築する
すべての主体と将来像に対する認識の共有化を図
るものとして、平成１８年３月に策定しました。

また、基本計画は、「地球温暖化地域推進計画」
や「循環型社会形成推進計画」といった環境分野
の個別計画に基本的方向性を与えるものとして策
定しており、地球温暖化対策、資源循環型社会形
成などの個々の分野の具体的な目標や施策は、こ
れらの個別計画において定めることになり、各個
別計画は、基本計画の実施計画となるものです。

②　計画期間
平成18年度から平成27年度まで

③　施策の基本的戦略
将来像を実現するために、「グリーンな地域社

会構築に向けての行動促進プログラム」、「各分野
に関する重点プログラム」を基本的戦略として掲
げ、プログラムの分野ごとに個別計画を策定し、

具体の目標や施策を定め、主要な課題に適切に対
処するための施策を総合的・計画的に推進するも
のです。

２　平成２１年度において講じた施策
①　グリーンな地域社会構築に向けての行動促進
プログラム
県民や事業者がそれぞれの立場で環境に配慮し

た行動を実践するきっかけづくりを目的として、
平成１９年６月から開始した「みやぎｅ行動（eco 
do!）宣言」については、クリーンエネルギー自動
車購入に対する補助や住宅用太陽光発電システム
設置に対する補助などと一体となった普及を図っ
たことにより、宣言者数が大幅に増加しました。
②　各分野に関する重点プログラム
地球温暖化対策の分野では、身近なエコを体験

し、できるところから始めてもらうことをテーマ
に「なっ得！発見！エコフォーラム」を初めて開
催しました。
資源循環型社会形成の分野では、「発生抑制」に

関する取組として、平成２１年２月に一部地域で開
始した「みやぎレジ袋使用削減取組協定」に基づ
くレジ袋の無料配布中止等の取組を県内全域にま
で拡大したほか、不適正処理の未然防止の強化に
向けて、事業者に対する講習会や財務状況の把握
等指導強化事業を実施しました。
また、自然環境保全の分野では、ボランティア

による里山林や森林公園の整備への助成、野生生

個　　別　　計　　画基　　本　　的　　戦　　略
○宮城“グリーン”行動促進計画グリーンな地域社会構築に向けての行動促進プログラム

各分野に関する重点プログラム 
○“脱・二酸化炭素”連邦みやぎ推進計画
○宮城県自然エネルギー等の導入促進及び省エネルギーの
　促進に関する基本的な計画

地域からの地球温暖化対策の推進 

○宮城県循環型社会形成推進計画資源循環型社会の形成
○宮城県自然環境保全基本方針及び関連計画豊かな自然環境の保全
○宮城県自動車交通環境負荷低減計画環境負荷の少ない交通の推進
○宮城県水循環保全基本計画及び流域水循環計画健全な水循環の確保

○　環境の将来像＝「人と自然が共生する豊かで美しい県土」
○　社会の将来像＝「持続可能な社会の実現に向けてすべての主体が行動する地域社会」

計画の目指す将来像

１　総合的評価
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第１部　総　　説

物の保護から野生復帰までの一貫した救護システ
ムの推進、森林空間を利用した体験学習等を実施
しました。
さらに、自動車交通の環境負荷低減の分野で

は、エコドライブに関する普及啓発等を実施した
ほか、健全な水循環の確保の分野では、鳴瀬川流
域水循環計画の課題の検討や事業の進め方の見直
しを行うとともに推進体制の整備を図りました。

３　平成２１年度における点検評価結果
各個別計画では、計画の目標を達成するため、
各種指標による目標値を設定し、毎年度、施策の
進捗状況の点検評価を行うこととしており、「当
該年度に達成すべき目標値等」に対する「指標の

現況値」の状況を示す「達成度」により、平成２１
年度の評価を行いました。
ここで、「当該年度に達成すべき目標値等」は、

各年度ごとの達成目標値を設定していない場合に
おいてもその進ちょくを確認していくため、各計
画策定時現況値と目標年度の目標値との変化量
を、期間内で均等に配分した場合の目安として算
出したものです。
その結果、「宮城県自然環境保全基本方針及び

関連計画」及び「宮城県水循環保全基本計画及び
流域水循環計画」を除く５計画については、測定
可能な直近年度において、管理指標の目標を達成
できませんでした。

今日の環境問題に対しては、解決すべき課題に
対応した多様な施策手段の適切な活用とともに、
最適な組み合わせを行い施策を展開することが重
要です。
特に、二酸化炭素排出量の増加は、日常の生活、

通常の事業活動におけるエネルギーの使用等に起
因するものであり、すべての主体の中に環境への

配慮が織り込まれ、継続的に環境保全への取組の
改善を図っていく仕組みの構築に向けた施策展開
が重要となります。　
今後は、平成２３年度以降に導入される「みやぎ

環境税」（県民税均等割の超過課税）の活用等によ
り、これまで以上に積極的に様々な環境施策を一
体的、複合的に展開していくこととしています。

４　平成２１年度における点検評価を踏まえた課題と今後の施策展開の方向性

猿各個別計画の管理指標の目標値及び現況
達成
状況

達成度
（※１)

当該年度に達成
すべき目標値等現況値目標値管　理　指　標計　　画　　名番号

×９８．２０．５６０．５５
（H２０）

０．６１
（H２２）

二酸化炭素排出量当たりの生産性
（百万円/千ｔ-CO2）宮城“グリーン”行動促進計

画１
○１３１．０２５．５３３．４

（H２０）
２７．７
（H２２）

廃棄物の最終処分量当たりの生産性
（百万円/千ｔ）

×８３．８８．２７９．６１
（H１８）

７．８８
（H２２）

県民１人当たり温室効果ガス年間
排出量（ｔ－CO２）

“脱・二酸化炭素”連邦みや
ぎ推進計画２

×９５．７６７０．２６４１．５
（H２１）

７１４
（H２２）

県内における自然エネルギー等の
導入量（原油換算　千ｋｌ）

宮城県自然エネルギー等の導
入促進及び省エネルギーの促
進に関する基本的な計画

３

○１０７．０１,０３２９６０
（H２０）

１,０００
（H２２）

１人１日当たりごみ排出量
（ｇ/人・日）

宮城県循環型社会形成
推進計画４

×９８．１２６．７２６．２
（H２０）

３０
（H２２）一般廃棄物リサイクル率（％）

×９６．９１３１３．４
（H２０）

１２
（H２２）一般廃棄物最終処分率（％）

○１０６．０１１,９８３１１,２６０
（H２０）

１１,９７１
（H２２）産業廃棄物排出量（千ｔ/年）

×９５．５３０．８２９．４
（H２０）

３１
（H２２）産業廃棄物リサイクル率（％）

○１３３．３２．１１．４
（H２０）

２
（H２２）産業廃棄物最終処分率（％）

○１００．２２６２６．０６
（H２１）２６

豊かな自然環境の保護・保全を目的
とした指定地域の県土面積に占める
割合（％）

宮城県自然環境保全基本方針
及び関連計画５

○１１８．４７６９０
（H２１）

１００
（H２７）

二酸化窒素の沿道における
環境基準下限値達成率（％）

宮城県自動車交通環境負荷
低減計画６

×０．０４６．７０（※２）
（H２１）

１００
（H２７）

浮遊粒子状物質の沿道における
環境基準達成率（％）

×９８．２９１．９９０．２
（H２１）

１００
（H２７）

自動車交通騒音の道路に面する地域
の環境基準達成率（％）

○３４５．０４１３．８
（H２１）

１０以上
（H２７）

自動車からの二酸化炭素排出量の
平成１７年度からの削減量（％）

○１０２．７７．５７．７
（H２１）７．５清らかな流れ（点）

宮城県水循環保全基本計画
及び流域水循環計画７

－－７．６－７．６豊かな流れ（点）

○１０１．６６．４６．５
（H２１）６．４安全な流れ（点）

－－６．５－６．５豊かな生態系（点）
※１　「当該年度に達成すべき目標値等」が達成された状態を「１００」としています。
※２　環境基準（短期的評価）を達成できなかった理由として、全県的に観測された黄砂の影響によるものと考えられます。
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第２章　環境基本計画の進捗状況

１　計画の概要
①　計画の位置付け及び役割
ア　地球温暖化対策、循環型社会の構築、自然環
境保全などの環境分野全体を｢行動促進｣という
観点で捉えた計画で、環境配慮行動の促進に関
する環境基本計画の実施計画としての位置付け
られています。

イ　県民・事業者等すべての主体の、環境を考え
た行動を促進するための目標を掲げるととも
に、その手段としての県の施策を体系的に整理
し、目標達成までの道筋を示すものです。

②　施策展開の考え方
持続可能な地域社会の構築のために必要な様々

な行動について、一人一人の個別の行動促進の対
策を講じるだけでなく、快適さを損なわずに環境
配慮行動（環境負荷の低減）ができるよう、行動
の基盤となる社会・経済の変革（地域環境力の向
上※１、グリーンな経済システムへの加速※２）を目
指すものです。

③　計画期間
平成１８年度から平成２２年度まで

２　平成２１年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
｢豊かさを高めつつ、一人一人の行動により県
内の環境負荷量を減らす｣ことを目標に｢二酸化炭
素排出量当たりの生産性指標｣と｢廃棄物の最終処
分量当たりの生産性指標｣といった環境効率性指
標を用いた数値目標を設定し、平成２２年度まで
に、二酸化炭素排出量当たりの生産性を０．６１（百
万円/t-CO2）、廃棄物の最終処分量当たりの生産
性を２７．７（百万円/t）としています。
②　数値目標に係る指標値の状況
平成２０年度の「県内総生産額（実質）」「（県内）

石油製品販売実績」「（県内）総需要電力販売実績」
「一般廃棄物及び産業廃棄物の最終処分量実績」に
基づく指標値は次のとおりでした。

○二酸化炭素排出量当たりの生産性指標
＝０．５５（百万円/t-CO2）
○廃棄物の最終処分量当たりの生産性指標
＝３３．４（百万円/ｔ）
「二酸化炭素排出量当たりの生産性」は、県民総
生産額、石油製品販売量が平成１９年度から減少傾
向にあるほか、７年ぶりに需要電力量が減少に転
じたことにより、わずかに向上しました。
一方、｢廃棄物の最終処分量当たりの生産性｣は

順調に向上し、計画目標年度の目標値に達する結
果となっています。

③　平成２１年度に講じた施策
ア　地域環境力の向上を目指した取組
煙県民・事業者にCO2排出量を体感してもらう
ために、県民・事業者がｅ行動宣言を実践す
ることにより削減した光熱水費等（前年同月
比で比較）をCO2排出量に換算し、それが
「SENDAI光のページェント」の電球何個分の
CO2排出量に相当するかを現地の会場で「見

～宮城“グリーン”行動促進計画～

２　“グリーン”な地域社会構築に向けての行動促進プログラム

■二酸化炭素排出量及び排出量当たりの生産性の推移

19,877

17,364
17,050

19,134
19,181

0.30

0.35

0.40

0.45

0.50

0.55

0.60

0.70

0.65

H15　　H16　　H17　　H18　　H19　　H20　　H21　　H22

（目標年度）

16,000

22,000
（千t-CO2）

二
酸
化
炭
素
排
出
量

二酸化炭素排出量当たりの生産性指標
CO2排出量

16,135

生
産
性
指
標 0.46 0.47 0.46

0.53 0.53
0.55

0.61

■廃棄物最終処分量及び最終処分量当たりの生産性の推移

19.7
21.0

27.7

450
428

15

20

25

30

35

H15　　H16　　H17　　H18　　H19　　H20　　H21　　H22
（目標年度）

200

500
(千ｔ）

処
分
量

廃棄物の最終処分量当たりの
生産性指標
廃棄物の最終処分量生

産
性
指
標

361

335 326

266

25.5

27.7 28.0

33.4

※１　地域環境力：地域における各主体のより良い環境、
より良い地域を創っていこうとする
意識・能力の高まり

※２　グリーンな経済システム：環境配慮製品や環境配慮
経営を行っている事業者が市場にお
いて適切に評価されること
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第１部　総　　説

える化」をしました。
煙平成２２年４月から本格施行される改正省エネ
法に関する対応を確認するため、国から担当
者を講師に招き、市町村職員を対象として、
研修会を実施しました。
煙名取パークアンドライド推進協議会が、仙台
空港アクセス鉄道の利用促進を図るために実
施した「名取パークアンドライドおためし
キャンペーン」に参加し、「みやぎｅ行動宣言
（eco do!）宣言」の広報及び登録受付を行い
ました。

イ　グリーンな経済システムへの加速を目指した
取組
「宮城県建設工事に係る競争入札の参加登録等
に関する規程（平成１３年宮城県告示第７２７号）」等
が改正され、費用等の面から中小企業にとって、
比較的容易に取り組みやすい環境マネジメントシ
ステムである「みちのくEMS」がISO１４００１と同じ
評価となったことなどから、県内のＥＭＳ構築事
業者数が増加しました。
④　平成２１年度点検評価を踏まえた課題
計画の管理指標のうち「廃棄物の最終処分量当

たりの生産性」については、計画の最終年度の目
標値に達する結果となり、その水準の維持と一層
の向上を図っていく必要があります。
「二酸化炭素排出量当たりの生産性」について
は、わずかに向上しましたが、当該年度に達成す
べき目標値を達成しませんでした。その要因につ
いては、原油価格の高騰や平成２０年９月に米国大
手金融機関リーマンブラザーズの倒産に端を発し
た世界金融危機の影響などにより、県経済が悪化
し、石油製品販売量と需要電力量が減少したこと
などが考えられます。
特に、需要電力量については、７年ぶりに減少

に転じており、主に製造を行う工場向けの電力で
ある大口電力で前年度に比べて、８．９％の減少と
なったほか、店舗・事業等向けの電力である一般
電力で３％、一般家庭向けの電力である電灯で
１．１％の減少となりました。
管理指標値は、県民総生産額とのバランスによ

り算出されるものですが、廃棄物の最終処分量同
様、二酸化炭素の排出源となる石油製品や電力使
用量を抑制する対策が求められており、大きな施
策や身近な施策を含め、関連施策のより一層の効
果的な推進が必要です。

⑤　今後の施策展開の方向性
地域環境力を向上させるためには、各主体が積

極的に環境配慮行動を実践することが普通となる
社会を形成し、地域社会の中で、環境保全活動が
展開されることが必要です。
また、グリーンな経済システムへの転換を加速

するためには、環境保全技術の開発を促進し、日
常生活や事業活動に伴う環境負荷のレベルを減ら
すほか、事業者の環境配慮経営を促進することも
必要です。
そこで、計画では、基本目標の達成に向け、計

画期間内に重点的に達成すべき目標として、重点
目標を掲げており、この中で県民の環境配慮行動
宣言数については、目標を６，０００人から１７，４００人
に、事業所の環境マネジメントシステム構築数に
ついては、目標を５３７事業所から６００事業所に上方
修正し、より一層の推進を図ることにしました。

<重点目標> 

目標（H22年度）現況値項　　　　　　　目
１７，４００１４，４９０（Ｈ２１）県民の環境配慮行動宣言数(※３) 

　　６００　　５３７（Ｈ２１）事業所の環境マネジメントシステム構築数

県民の環境配慮行動宣言：環境に配慮した行動の実践について、取組内容を県の環境情報ポータルサイト「みや
ぎの環境情報館」上で宣言・公表し、継続的な実践活動のきっかけとするもの。
（平成１９年度から運用開始）

燃
料
油
販
売
量
（
千
ｋ
Ｌ
）

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22
年度

需
要
電
力
量
（
百
万
ｋ
ｗ
ｈ
）3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H20H19 H21 H22
年度

電力のうち
一般電力

電灯

電力のうち
大口電力

猿県内の燃料油販売状況

猿県内の需要電力量の状況
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第２章　環境基本計画の進捗状況

１　計画の概要
①　計画の位置付け及び役割
地域レベルから地球温暖化対策を積極的に推進

するため、“脱・二酸化炭素”連邦みやぎ構想（個々
の家庭や事業所等における地球温暖化防止活動や
各地域における共同の取組を全県的に波及させ、
地球温暖化防止に向けた取組を県民運動にしよう
という考え）を具体化し、宮城県としての温室効
果ガス削減目標、県民・事業者・行政の各主体に
求められる役割・責務等を明らかにするとともに、
“脱・二酸化炭素”連邦みやぎ形成に向けた県の推
進方策等を示したものです。
②　施策展開の考え方
以下の４つを重点的に推進する地球温暖化対策

として各種施策を実施します。
ア　脱・二酸化炭素連邦みやぎ形成事業

民生、運輸部門の多くの中小事業者が集中す
る温泉街・商店街・流通工業団地の特定の地域
を対象に、二酸化炭素排出量診断、削減策提案
及び取組実施をモデル事業として行い、その成
果を他に波及させることで地域からの二酸化炭
素排出削減に向けた取組を促します。

イ　自然エネルギー等の導入・省エネルギー促進
宮城県自然エネルギー等・省エネルギー促進
条例（平成１４年宮城県条例第４１号）及び自然エ
ネルギー等の導入促進及び省エネルギーの促進
に関する基本的な計画（平成１７年９月策定）に
基づき、自然エネルギーの着実な導入や省エネ
ルギーの促進によって化石燃料由来エネルギー
消費を抑制し、二酸化炭素排出削減を目指しま
す。

ウ　環境教育・学習の支援
環境教育・学習を通じ、県民の中での地球温

暖化に対する問題意識の共有とその防止に向け
た行動促進を図ります。

エ　二酸化炭素吸収源対策
二酸化炭素吸収源としての役割を担える、健

全で活力ある多様な森林整備を推進します。
③　計画期間
平成１６年度から平成２２年度まで

２　平成２１年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
「温室効果ガスの削減」を目標とし、「県民１人
当たり温室効果ガス年間排出量」について数値目
標を設定し、平成２２年度までに、温室効果ガス排
出量を二酸化炭素換算で７．８８ｔに低減することと
しています。
②　数値目標に係る指標値の状況
平成１８年度の温室効果ガスの排出量は、９．６１t

となっており、計画策定時の現況値（平成１２年度
の排出量）と同数値で、前年度数値（平成１７年度
の排出量）１０．０７tから、０．４６t下回る結果となって
います。
③　平成21年度に講じた施策
ア　脱・二酸化炭素連邦みやぎ形成事業関連の取
組
「ダメだっちゃ温暖化」の標語を掲げた県民運
動を全県的に展開するため、県内の業界団体や
消費者団体、教育関係機関、市町村、県等の間

～ “脱・二酸化炭素”連邦みやぎ推進計画～

３　地域からの地球温暖化対策の推進

8.078.07
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8.938.93 8.698.69 8.788.78 8.648.64
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猿県民１人当たり温室効果ガス排出量の推移
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第１部　総　　説

で設立した「ダメだっちゃ温暖化」宮城県民会
議の部会及びフォーラムを開催しました。
イ　自然エネルギー等・省エネルギー促進関連の
取組
住宅用太陽光発電システム、クリーンエネル

ギーカーへの補助を実施し、県民への普及促進
に努めました。

ウ　環境教育・学習の支援関連の取組
ストップ温暖化センターや地球温暖化防止活
動推進員との連携や活動支援を行なうととも
に、こどもエコクラブへの活動支援を行ったほ
か、県内の多数の企業等の参加によるクールビ
ズキャンペーン「仙台・みやぎクールビズ宣言」
等を実施しました。

④　平成２１年度点検評価を踏まえた課題
県民１人当たりの温室効果ガスの排出量につい

ては、３年ぶりに減少に転じましたが、依然とし
て高い水準にあり、目標達成のためには、二酸化
炭素排出量が多い産業・運輸部門、増加が著しい
民生業務・民生家庭部門における対策が急務と

なっています。
また、二酸化炭素の排出は、県民の日常生活、

通常の事業活動におけるエネルギーの使用等に起
因するものであることから、県民、事業者等の環
境配慮行動を促進するような取組を講じていく必
要があります。
⑤　今後の施策展開の方向性
「“脱・二酸化炭素”連邦みやぎ推進計画」は、
京都議定書及び京都議定書目標達成計画に対応し
た計画ですが、現在、国において２０２０年までに
１９９０年比で温室効果ガスを２５％削減に向けた施策
の検討が行われており、県では、この状況を踏ま
えて、「“脱・二酸化炭素”連邦みやぎ推進計画」
を見直す必要があります。
当面は、これまでと同様に温室効果ガス排出量

削減に向けて、県民・事業者・市町村等の各主体
との連携協力により各種対策に取り組むほか、温
室効果ガス排出量削減による事業活動や県民生活
への利点の明示、補助制度等のインセンティブを
検討していきます。

１　計画の概要
①　計画の位置付け及び役割
ア　宮城県環境基本計画の地球環境保全及び「脱・
二酸化炭素」連邦みやぎ推進計画の重点的推進
対策である新エネルギー導入促進と省エネル
ギー促進の実施計画として位置づけられていま
す。

イ　自然エネルギー等の導入促進及び省エネル
ギーの促進の必要性と可能性を示すことで、県
民、事業者等の自主的な行動を促進するととも
に、総合的かつ長期的な目標を掲げ、その実現
に向けた県の施策の大綱及び重点事項の着実な
推進を図ります。

②　施策展開の考え方
本県における将来のエネルギー消費量の推計や

京都議定書目標達成に向けた民生・産業・運輸各
部門での施策、事業者としての県の率先的な取組
等を体系的に整理し、次の施策を重点プロジェク
トと位置付け、展開します。
ア　住宅の省エネルギー促進プロジェクト
イ　“脱・二酸化炭素”連邦みやぎ形成事業
ウ　クリーンエネルギー自動車導入促進プロジェ

クト
エ　再生可能エネルギー促進プロジェクト
③　計画期間
平成１８年度から平成２７年度まで

２　平成２１年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
化石燃料に由来するエネルギー消費量の削減に

当たっては、各目標年において、削減必要量の
１０％以上を自然エネルギー等の導入により達成
し、併せて省エネルギーの促進により削減目標量
の達成を目指しています。具体的には、原油換算
での自然エネルギー等の導入量として、平成２２年
度では７１４千kl、平成２７年度には８３４．３千klを目標
としています。
②　数値目標に係る指標値の状況
平成２１年度での自然エネルギー等導入量（推計）

をみると、原油換算で６４１．５千klとなっています。
現在は、製紙工場・製材工場等での木質系バイオ
マスの発電等への利用や、バイオマスボイラーの
導入、県内各地でのBDF利活用が活発化してお
り、計画に掲げた自然エネルギー等の種類のう

～　自然エネルギー等の導入促進及び省エネルギーの促進に関する基本的な計画　～
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第２章　環境基本計画の進捗状況

ち、バイオマスエネルギーの導入が先行している 状況にあります。

③　平成２１年度に講じた施策
ア　クリーンエネルギーの導入に対する補助事業

クリーンエネルギーカー普及促進加速化事業
（対象：ハイブリッド自動車、プラグインハイブ
リッド自動車、電気自動車のいずれかを購入す
る個人）、住宅用太陽光発電普及促進事業（対
象：住宅用太陽光発電設備を新たに設置する個
人）、民生用燃料電池普及促進事業（対象：民生
用燃料電池を設置する個人）を実施し、クリー
ンエネルギーの普及促進に努めました。

イ　「ダメだっちゃ温暖化」宮城県民会議の開催
「ダメだっちゃ温暖化」の標語を掲げた県民運
動を全県的に展開するため、県内の業界団体や
消費者団体、教育関係機関、市町村、県等の間
で設立した「ダメだっちゃ温暖化」宮城県民会
議の部会、フォーラムを開催しました。
ウ　県有施設へのESCO事業導入

宮城県環境保全率先実行計画（第３期）の中
で、計画的な導入を図ることとしているESCO
事業（付録「用語の説明」参照）について、３
番目の導入施設として、宮城県図書館への導入
を決定しました。
また、２番目の導入設備である東北歴史博物

館について、ESCO事業者との契約及び工事が
行われ、平成19年度に県の最初の施設として導
入した宮城県立がんセンターについては、
ESCOサービス事業の運用が開始されました。

エ　普及啓発事業の実施
宮城県自然エネルギー等・省エネルギー促進

条例に基づき、平成２１年度宮城県自然エネル
ギー等・省エネルギー大賞の公募・審査を行い、
自然エネルギー等の先進的な導入を行った個
人・団体を表彰しました。

④　平成２１年度点検評価を踏まえた課題
国の補助金に上乗せする形で、県独自のクリー

ンエネルギー自動車及び太陽光発電設備の導入補
助を実施したことにより、県内でもこれらの導入
が大幅に伸びました。今年度は実施を見送ること
になりましたが、平成２３年度からのみやぎ環境税
の施行に伴い、より効果的なクリーンエネルギー
の普及戦略を打ち出す必要があります。
⑤　今後の施策展開の方向性
平成２２年度は本計画の中間目標年に当たること

から、自然エネルギー・省エネルギー促進審議会
の議論を通じて、目標の再設定や重点事業の見直
し等を行う予定となっています。

H17年度
実績

H18年度
実績

H19年度
実績

H20年度
実績

H21年度
推計

H22年度
目標

H27年度
目標

0

200

400

600

800

1,000
原油換算（千ｋl）

478.2
565.7

626.5 630.0 641.5
714.0

834.3

猿自然エネルギー等導入の目標及び実績
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第１部　総　　説

１　計画の概要
①　計画の位置付け及び役割
循環型社会形成推進基本法に基づく地域におけ

る循環型社会形成推進基本計画及び廃棄物処理法
に基づく都道府県廃棄物処理計画として策定した
計画で、環境基本計画の個別計画としての性格を
有しているとともに、各市町村の一般廃棄物処理
計画と調和を図りながら、その区域を越えた広域
的事項や技術的知見を含めた県全体の廃棄物対策
の基本計画としても位置付けられています。
②　施策展開の考え方
「循環型社会の形成～意識から行動へ～」を基本
理念として、社会を構成するすべての主体の意識
を具体的な行動へつなげるとともに、行動を妨げ
ている社会的な要因を克服するための基盤整備、

課題の大きい廃棄物等に係る個別対策が必要であ
ることから、「すべての主体の行動の促進」、「循環
型社会を支える基盤の充実」、「循環資源（廃棄物
等）の３Ｒの推進」を基本方針に掲げ、さらに廃
棄物の適正処理の推進も含めた施策を展開してい
くこととしています。
③　計画期間
平成１８年度から平成２７年度まで
（中間目標年度：平成２２年度）

２　平成２１年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
循環型社会形成の状況を表す指標及び計画の中

間目標年度である平成２２年度の基本目標値を次の
とおり定めています。

１，０００g／人・日一人１日当たりごみ排出量 
３０％リサイクル率
１２％最終処分率      

１１，９７１千t／年 排出量 
３１％ リサイクル率
２％ 最終処分率

～宮城県循環型社会形成推進計画～

４　資源循環型社会の形成

○一般廃棄物
実績値年度の目標値
９６０１，０３２一人１日当たりごみ排出量（g／人・日）
２６．２２６．７リサイクル率（％）
１３．４１３．０最終処分率（％）

（注１）ごみ総排出量＝収集ごみ量＋直接搬入量＋自家処理量
（注２）平成１７年度から、事業者による直接リサイクル量を含めて算定している。
※平成２０年度の排出量は岩手・宮城内陸地震による災害廃棄物量を除いている。

（ｇ/人・日）
■１人１日当たりのごみ排出量（注1）

H16 H17 H18 H20H19 （年度）
950

1,000

1,100

1,050

1,150
1,104

1,065
1,050

1,007

960

○一般廃棄物

○産業廃棄物

②　数値目標に係る指標値の状況
基本目標に係る平成２０年度の指標値は下記のと

おりであり、計画策定時の現況値（Ｈ１６）と比較
してすべての指標値が向上しています。

（%）
■最終処分率

H16 H17 H18 H19
13.0

14.0

13.5

14.5

14.0

13.2
13.3 13.3

H20

13.4

（年度）

（%）
■リサイクル率（注２）

19.5

23.9 24.3 24.0

H16 H17 H18 H19 H20
15.0

20.0

25.0

30.0

26.2

（年度）
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第２章　環境基本計画の進捗状況

③　平成２１年度に講じた施策
ア　県民・事業者の廃棄物の３Ｒに対する意識の
醸成を図るため、啓発活動や環境教育を実施し
ました。

イ　県内企業の３Ｒの取組を支援するため「資源
循環コーディネーター」による企業訪問活動を
行いました。

ウ　グリーン購入促進条例に基づき「宮城県グ
リーン製品」の認定を行い、その利用拡大を促
進しました。

エ　産業廃棄物税を活用して、産業廃棄物の３Ｒ
を促進するための設備整備や研究開発、また、
事業者が連携するリサイクルの取組に対して費
用助成を行いました。

オ　廃棄物の適正処理の推進を図るため、排出事
業者・処理業者に対する指導、廃棄物処理施設
の維持管理に関する指導、不法投棄・不適正処
理の根絶のための広報啓発、違反行為の早期発
見・早期対応を実施しました。

カ　不適正処理の未然防止を強化するため、処分
業者対象の処理に関するルールの周知徹底の講
習会の実施や、排出事業者の啓発を目的とした
講習会を開催するなど事業者への指導強化事業
を実施しました。

キ　廃棄物の３Ｒのうち、最も優先的に取り組む
べき「発生抑制」に関して、「みやぎレジ袋使用
削減取組協定」を締結し、住民・小売業者・行
政の３者の協働による取組を行いました。

④　平成２１年度点検評価結果を踏まえた課題
計画の基本目標の現況値は前年度より向上して

いるものも見られますが、一般廃棄物の最終処分
率、産業廃棄物の排出量及びリサイクル率は前年
度より悪化しています。
施策は順調に実施されていると思われますが、

廃棄物に関する指標値は経済動向を反映し変化し
やすいことから、引続きその動きを注視していく
必要があります。
⑤　今後の施策展開の方向性
計画の基本理念及び基本方針に基づき、より有

効な手段を組み合わせて施策を展開していく必要
があります。
ア　地域からの循環型社会の形成促進を図るた
め、各広報媒体での普及啓発や、みやぎ県民大
学を活用した環境教育の充実、３Ｒ推進連絡会
議開催等による各主体の連携の強化、施設整備
等への支援による環境・リサイクル産業の育成・
振興、環境物品の認定によるグリーン購入の促
進、法制度の周知・指導により各種リサイクル
法の適切な運用を進めます。

イ　一般廃棄物の３Ｒを推進するため、３Ｒに有
効な情報提供など一般廃棄物の処理責任を負う
市町村等の取組への支援や、マイバッグキャン
ペーンの実施など市町村等と連携した各種事業
を展開します。

ウ　産業廃棄物の３Ｒを推進するため、資源循環
コーディネーターによる情報提供・助言、地域
単位での連携強化やリサイクル事業者の情報提
供などを通して産業廃棄物の排出事業者や産業
廃棄物処理業者に対し、３Ｒ推進の施策を一層
進めます。

エ　廃棄物の適正処理を推進するため、一般廃棄
物処理施設の計画的な整備促進、災害廃棄物へ
の対応、産業廃棄物処理施設の維持管理等に対
する指導強化、特別管理産業廃棄物等の適正処
理の推進、不法投棄・不適正処理の根絶などの
施策を展開していきます。

　実績値年度の目標値
１１，２６０１１，９８３排出量               （千t/年）
２９．４３０．８リサイクル率　　（％）
　１．４　２．１最終処分率　　　（％）

○産業廃棄物

（千ｔ/年）
■排出量

H16 H17 H18 H19
11,000

12,000

11,500

12,500

12,114

11,180 11,172

H20

11,26011,192

（年度）

（%）
■最終処分率

H16 H17 H18 H19 H20
1.0

2.0

1.5

2.5

2.4

2.1
1.9 1.9

1.4

（年度）

（%）
■リサイクル率

H16 H17 H18 H19 H20
29.0

31.0

30.0

32.0

29.3

30.2

31.3

29.9

29.4

（年度）
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第１部　総　　説

～宮城県自然環境保全基本方針及び関連計画～

５　豊かな自然環境の保全

③　平成２１年度に講じた施策
ア　豊かな生態系の保全とネットワークの形成
（場の確保）を目指した取り組み
煙「自然環境保全対策の推進」として、金華山
島の原生的な植生や稚樹をシカの食害から保
護するための防鹿柵を設置しました。また、
栗駒山山頂近くの雪田植生を登山者の踏み込
みや雨水の流入から保護するため、木製階段
工及びカゴ工を実施しました。
煙自然環境を保全する地域として、自然環境保
全条例に基づき、加美町荒沢地区の約７５５ha
の地域を、荒沢県自然環境保全地域として新
たに指定しました。
煙「豊かなみどり空間の保全・創出」として、
市町村やNPO等が参加者を募り、ボランティ

アによる里山林及び森林公園の整備を進めま
した。

イ　生物多様性の保全と自然環境の再生（質の確
保）を目指した取り組み　
煙「野生生物保護対策の推進」として、鳥獣保
護区等の整備により鳥獣の保護繁殖を図ると
ともに、保護から野生復帰までの一貫した救
護システムの運用により傷病野生鳥獣の救護
を実施しました。
煙「自然環境保全・再生の推進」に向けて、蒲
生干潟自然再生推進事業では自然再生協議会
を開催し，事業内容を検討したほか、干潟砂
浜修復実施計画に基づき自然再生施設を整備
しました。
また、伊豆沼・内沼自然再生推進事業では、

１　基本方針の概要
①　基本方針の位置付け及び役割
宮城県自然環境保全基本方針は、知事が、自然

環境保全条例に基づき、本県の自然環境の保全を
図るための基本方針として定めているものであ
り、宮城県環境基本計画の自然環境保全部門の基
本方針として、本県の自然環境保全に関する施策
を長期的展望に立って総合的、計画的に推進する
ための中長期的な運営指針としての役割を果たし
ています。
②　施策展開の考え方
施策展開の基本的方向性を示すものとして、同

方針において、「健全な生態系の保全と生態系
ネットワークの形成（場の確保）」「生物多様性の
保全と自然環境の再生（質の確保）」「豊かな自然
環境を次世代に引き継ぐ基盤づくり（主体の確
保）」の３つの基本目標を掲げ、それぞれについ
て、各種計画・事業により実現を図っていきます。

２　平成２１年度における点検評価結果
①　基本方針における基本目標
「健全な生態系の保全と生態系ネットワークの
形成（場の確保）」「生物多様性の保全と自然環境
の再生（質の確保）」「豊かな自然環境を次世代に
引き継ぐ基盤づくり（主体の確保）」を目標とし、
数値目標として、「場の確保」に関する｢豊かな自
然環境の保護・保全を目的とした指定地域の県土
面積に占める割合」を平成２７年度に、現状維持の
２６％とすることとしています。
②　数値目標に係る指標値の状況
平成２１年度には、「豊かな自然環境の保護・保全

を目的とした指定地域の県土面積に占める割合」
は約２６％となっており、目標を達成している状況
にあります。

２１２０１９１８１７１６１５１４平成１３年
１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９１７１，１９９自然公園面積
８，５７２７，８１７７，８１７７，８１７７，８１５７，８１５７，８１５７，８１５７，８１５県自然環境保全地域面積
１０，１０１１０，１０１１０，１０１１０，０９２１０，０９２１０，０９２１０，０９２１０，０９２１０，０９２緑地環境保全地域面積
１８９，８７２１８９，１１７１８９，１１７１８９，１０８１８９，１０６１８９，１０６１８９，１０６１８９，１０６１８９，１０６合　　計（Ａ）
７２８，５７５７２８，５７３７２８，５７３７２８，５７３７２８，５６０７２８，５５３７２８，５３０７２８，５２７７２８，５１６県土面積（Ｂ）

２６.０６２５.９６２５.９６２５.９６２５.９６２５.９６２５.９６２５.９６２５.９６Ａ／Ｂ（％）

■県土面積に占める割合の変遷 面積単位：ha
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第２章　環境基本計画の進捗状況

自然再生協議会を開催し、自然再生全体構想
を策定したほか、自然再生実施計画案を検討
しました。

ウ　豊かな自然環境を次世代に引き継ぐ基盤づく
り（主体の確保）を目指した取り組み
煙山岳指導員による自然保護思想等の普及啓発
や、森林空間を利用した体験学習等の指導者
として森林インストラクターの育成事業を実
施しました。

④　平成２１年度点検評価を踏まえた課題
煙自然環境の保全再生の推進においては、複雑
多様な連鎖、因果関係で成立する自然を対象
とすることから、科学的知見とそれに基づく
シナリオの検討を充分行い、事業に着手した
後もモニタリングを継続して実施し、その結
果を科学的に評価し、それを事業内容に
フィードバックさせる順応的な方法により進
める必要あります。
煙野生生物の保護管理の推進においては、イノ
シシ及びニホンジカの捕獲数は前年度実績を
上回りましたが、捕獲の担い手である狩猟者
の確保と一斉捕獲技術等の開発、普及が課題
となっており、また、併せて被害防除対策及
び生息環境の整備も推進する必要があります。
一方、ツキノワグマは生息環境の悪化によ
り生息数が減少するおそれがあり、早期に特
定鳥獣保護管理計画を策定し、個体数の安定
的な維持を図りつつ、農業被害や人身被害を
軽減していく必要があります。
煙豊かなみどり空間の保全・創出において、県
民や企業と協働した森づくりを県内に広める
ためには、活動の場となる適地を掘り起こし
て、計画的に事業展開していく必要があります。

⑤　今後の施策展開の方向性
宮城県自然環境保全基本方針に掲げる３つの基

本目標（施策の基本的事項）は、それぞれ相互補
完的な関係にあり、その実現に向け、いずれかを
突出して推進するのではなく、今後もそれぞれに
ついて長期的、継続的に推進を図っていきます。
ア　健全な生態系の保全とネットワークの形成
（場の確保）
煙自然保護対策の推進
自然公園、県自然環境保全地域及び緑地環

境保全地域の開発行為などについて、自然公
園法等に基づく適切な指導を行い、優れた自
然環境の保全と適正な利用を図ります。ま
た、南三陸金華山国定公園の金華山島や栗駒
国定公園の栗駒山の雪田植生地域等、特に優

れた自然環境を有する地域の自然環境保全対
策を継続して実施します。
煙豊かなみどり空間の保全・創出
市町村の公共施設などへの植樹を通じて、

身近なみどり空間の保全・創出を図ります。
また、民間企業、NPO団体及び県民との協

働による里山等の整備・再生活動を支援する
とともに、県民が豊かな自然とふれあうこと
ができる場の創造に向け、NPO団体による利
活用等を含め、県有財産の保全・有効利用を
図ります。
さらに、林地開発行為及び大規模開発行為

について、法令等に基づき適切な指導・監督
を行い、みどり空間を保全します。

イ　生物多様性の保全と自然環境の再生（質の確保）
煙野生生物保護対策の推進
第１０次鳥獣保護事業計画に基づき、鳥獣保

護区、休猟区等の指定を行うとともに、鳥獣
保護思想の普及啓発を図るため、愛鳥週間関
連行事、保護から野生復帰までの一貫したシ
ステムによる野生鳥獣救護等を行います。
また、鳥獣の生息状況調査を実施するとと

もに、特定鳥獣保護管理計画の策定等により
保護管理事業を実施します。
さらに、レッドデータブックを改訂し、希

少野生動植物の保護及び生息環境の保全を目
指します。
煙自然環境保全・再生の推進
ラムサール条約登録湿地である伊豆沼・内

沼及び野鳥の渡りの中継地、繁殖地である蒲
生干潟について、関係者で組織された自然再
生協議会で事業内容を検討するとともに、自
然再生施設整備等を行い、自然再生事業を推
進します。

ウ　豊かな自然環境を次世代に引き継ぐ基盤づく
り（主体の確保）
森林環境教育の指導者（宮城県森林インスト

ラクター）の養成を進めるとともに、自然保護
思想の普及啓発を図るため、自然とふれあう機
会の提供や森林とふれあう活動に対する支援な
どの事業を実施します。
また、自然環境学習の拠点施設となる伊豆

沼・内沼サンクチュアリセンター及び蔵王野鳥
の森自然観察センター並びに森林レクリエー
ション及び憩いの場として、県民の森、昭和万
葉の森及びこもれびの森の運営管理を行いま
す。
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第１部　総　　説

１　計画の概要
①　計画の位置付け及び役割
宮城県自動車交通環境負荷低減計画は、自動車

交通に伴う環境負荷の低減方策についての基本的
な考え方とその目標を示し、施策の内容を明らか
にすることにより自動車交通公害問題の解決を図
るとともに、地球温暖化の防止に寄与するものです。
また、関係行政機関が連携・協力して各種施策

を総合的かつ体系的に推進していくための指針と
しての役割を担うとともに、県民・事業者がそれ
ぞれの立場で自主的かつ積極的に取り組むための
行動指針としての役割を担うものです。
②　施策展開の考え方
自動車交通公害、地球温暖化問題の特性を考慮

し、次の事項に配慮して施策を展開します。
ア　総合的な取組

関係行政機関が、相互に協力・連携のもと、
地域の実情に合わせて、広範な分野の施策を総
合的・効果的に推進する。

イ　広域的、長期的な取組
自動車が環境負荷の移動発生源であるという
特性から、国等の施策を考慮しつつ、広域的な
視点での対応も視野に入れて対策を推進すると
ともに、施策の方向性に沿って長期的な取組を
着実に推進する。

ウ　優先的取組
自動車交通公害の著しい地域での対策を優先
的に実施する。

エ　県民・事業者の取組
施策の実施に当たっては、県民・事業者が問
題解決に向けて積極的な参加を促す手法を取り
入れる。

③　計画期間
平成１８年度から平成２７年度まで

２　平成２１年度における点検評価結果
①　計画の環境目標
本計画では「道路沿線の大気環境を改善する」

「道路沿線の騒音を改善する」「自動車からの二酸
化炭素排出量を減らす」の３つの目標を掲げ、そ
れぞれの目標のもとに具体の数値目標として、平
成２７年度までに、「二酸化窒素の沿道における環
境基準下限値達成率」、「浮遊粒子状物質の沿道に

おける環境基準達成率」、「自動車交通騒音の道路
に面する地域の環境基準達成率」をそれぞれ１００％
に、「自動車からの二酸化炭素排出量の平成１７年
度からの削減量」を１０％とすることとしています。
②　数値目標に係る指標の状況
ア　二酸化窒素の沿道における環境基準下限値達
成率
平成２１年度は、自動車排出ガス測定局１０局に

おいて二酸化窒素環境基準下限値の達成率７６％
を目指していましたが、実績では９局が達成
し、達成率は９０％でした。

イ　浮遊粒子状物質の沿道における環境基準達成率
平成２１年度は、自動車排出ガス測定局９局に

おいて浮遊粒子状物質環境基準（短期的評価）
の達成率４６．７％を目指していましたが、実績で
は全局で達成できませんでした。
環境基準（短期的評価）が達成できなかった

理由として、全県的に観測された黄砂の影響に
よるものと考えられます。

ウ　自動車交通騒音の道路に面する地域の環境基
準達成率
平成２１年度は、自動車交通騒音評価対象区間

において、対象世帯の９１．９％が昼間、夜間とも

～宮城県自動車交通環境負荷低減計画～

６　環境負荷の少ない交通の推進

■自動車排出ガス測定局 二酸化窒素環境基準下限値
達成率（日平均98%除外値）
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第２章　環境基本計画の進捗状況

に環境基準を達成することを目指していました
が、実績では対象世帯８３，６５０世帯のうち、
７５，４２８世帯が達成し、達成率は９０．２％でした。

エ　自動車からの二酸化炭素排出量の平成１７年度
からの削減量
二酸化炭素排出量については、確定値がまだ

算出されていないことから、県内のガソリン及
び軽油の販売実績から算出した「暫定値」によ
り示すと、平成１７年度の自動車からの二酸化炭
素排出量暫定値は５，９３０，５６４tでした。
平成２１年度は，自動車からの二酸化炭素排出
量を平成１７年度と比較して４％削減することを
目標としていましたが、暫定値における削減実
績は、８１７，７９３tで、平成１７年度比で１３．８％の削
減率でした。

③　平成２１年度に講じた施策
ア　自動車単体からの環境負荷の低減を目指した
取組
「平成２１年度宮城県グリーン購入の推進に関
する計画」を踏まえて県自らが率先して低公害
車を導入するなど低公害車の普及を推進したほ
か、整備不良車、過積載車等の指導・取締りを
行い、自動車の運行に伴う単体からの騒音及び
排ガスの低減を図りました。

イ　発生する自動車交通量の低減を目指した取組
第３セクター鉄道事業（阿武隈急行）に対す
る補助や市町村及びバス事業者に対するバス運

行費の一部補助を行うなど自動車交通量の低減
に資する取組への支援を実施しました。

ウ　交通流円滑化の促進を目指した取組
交差点の改良や歩道・自転車歩行者道の整備

など「道路網の整備」を推進するとともに、信
号機や交通管制センターの高度化、違法駐車の
指導取締りの強化、交通情報提供エリアの広域
化などによる「交通流の管理」を推進し、交通
流の一層の円滑化を図りました。

エ　自主的取組・行動促進のための普及啓発に関
する取組
エコドライブに関する情報提供を行ったほ

か、大型ビジョンＣＭの放送、エコドライブセ
ミナーの開催等によりエコドライブの普及に向
けた取組を実施しました。

④　平成２１年度点検評価を踏まえた課題
計画の目標である大気汚染、騒音に関する指標

値は、前年度と比べ改善しているところであり、
今後とも他の行政機関と連携しながら、エコドラ
イブ運動を一層定着させ、自動車からの環境負荷
を低減させる必要があります。
⑤　今後の施策展開の方向性
計画の目標を達成するため、特に次の３つの施

策を重点的に推進することとしています。
ア　窒素酸化物等の大気汚染物質の排出が少な
く、燃費の良い「低公害車」の普及促進

イ　経済的にメリットがあり、運転者の誰もが気
軽に取り組める「エコドライブ」の普及促進

ウ　県内でも最も交通量が多く、自動車交通に係
る環境負荷の大きい地域である「仙台都市圏」
における総合的対策の推進
また、施策の展開に当たっては、自動車単体対

策、道路構造対策、発生交通量低減対策、交通流
対策、沿道対策、普及啓発、調査測定の基本的７
施策に体系化し、地域や路線ごとの状況に応じて
対策を選択して効果的に推進することとしていま
す。
今後とも、計画に掲げた重点施策を中心に据え

て、他の行政機関と連携した効果的な施策の推進
を着実に進めていくとともに、ホームページをは
じめとして各種媒体を活用した県民・事業者への
エコドライブの普及・啓発を一層図っていきます。

■自動車交通騒音達成率の道路に面する地域の環境基準
達成率（昼間・夜間とも達成）
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第１部　総　　説

１　計画の概要
①　計画の位置付け及び役割
宮城県水循環保全基本計画は「ふるさと宮城の

水循環保全条例」に基づき策定されたものであり、
宮城県環境基本計画の重点プログラム「健全な水
循環の確保」に関する個別計画として位置付けら
れています。
また、流域水循環計画は、基本計画に基づき策

定されています。
②　施策展開の考え方
宮城県水循環保全基本計画に基づき、流域ごと

の特性を考慮した流域水循環計画を策定し、民間
団体等と連携して推進することにより、健全な水
循環の保全を図ります。
流域水循環計画は、健全な水循環を構成する要

素の総合評価が低い流域から順に策定することと
しており、鳴瀬川流域、北上川流域、名取川流域、
南三陸海岸流域、阿武隈川流域の順で策定しま
す。
また、施策を効果的に実施するために、流域全

体を視野に入れた「流れの視点」から計画を策定
していくこととしています。
ア　施策の連携（一つの要素に対して効果のある
複数の施策を連携させる。）

イ　上流域と下流域連携（流域内の山間部、農村
部及び都市郊外部、都市部のそれぞれの地域が
連携する。）

ウ　各計画主体間の協働（施策の円滑な推進に向
けて、県民、民間団体・NPO法人、事業者、行
政機関等が互いに連携を図る。）

③　計画期間
平成１８年度から平成２７年度まで

２　平成２１年度における点検評価結果
①　計画の基本目標
｢健全な水循環を保全する｣ことを目標に、｢清
らかな流れ｣「豊かな流れ」「安全な流れ」「豊かな
生態系」をそれぞれ１０点満点とした場合、県全体
で、それぞれの現況値（順に、７．５、７．６、６．４、６．５）
を維持，向上させることとしている。
また、県内を５つの流域に区分し、流域ごとに

その地域特性を考慮しながら、各指標現況値を維

持することを目標としています。
ア　清らかな流れ

水質環境基準点におけるBOD、COD、全窒素
及び全りんに係る水質環境基準達成度で表す指
標で、全ての地点で達成した場合１０点となりま
す。

イ　豊かな流れ
地下水 涵  養 量（森林の涵養割合との 乖  離 、河

かん よう かい り

川の利水量で表す指標で、全ての地域において
森林程度の涵養量があり、かつ、河川からの利
水量がない場合１０点となります。

ウ　安全な流れ
河川整備率（整備済区間、整備不要区間及び

安全率達成区間の延長割合）で表す指標で、全
ての河川延長において安全率を達成した場合１０
点となります。

エ　豊かな生態系
植物自然充実度、河川生物生息環境指標で表

すもので、全ての地域で自然豊かな森林を形成
し、かつ、全ての河川延長において水生生物の
生息環境が整っている場合１０点となります。

②　数値目標に係る指標値の状況
平成２１年度の管理指標（平成２１年度実績）の状

況をみると、｢清らかな流れ｣は７．７であり、平成20
年度と比べて０．５ポイント上昇しました。
一方、「安全な流れ」は６．５であり、平成20年度

と同様の結果となりました。
なお、｢豊かな流れ｣と｢豊かな生態系｣の指標値

の算出データは、毎年度更新されるものではない
ため平成２１年度実績は算出していません。
③　平成２１年度に講じた施策
煙前年度に流域計画を策定した鳴瀬川流域につ
いては、庁内関係課、関係市町村・国の機関、
NPO法人等地域活動団体等からなる「鳴瀬川
流域水循環計画推進会議」を開催し、課題の
検討や意見交換を行い、事業の進め方の見直
しを行いました。
煙鳴瀬川流域における水道水源特定保全地域の
指定については、関係機関や環境審議会の意
見聴取、公告・縦覧手続を経て告示し、条例

～宮城県水循環保全基本計画及び流域水循環計画～

７　健全な水循環の確保
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に基づく体制整備を進めました。
煙北上川流域及び名取川流域の流域水循環計画
の策定に向け、関係機関、NPO法人等関係団
体からの意見や関連データから、各流域にお
ける現状や課題等を把握しました。

④　平成２１年度点検評価を踏まえた課題
煙既に計画が策定された流域にあっては、当初
に盛り込まれた取組の状況把握を行うととも
に、新たな取組の拾い上げを行うこと等によ
り、計画の実効性を高める必要があります。
煙新たな計画の策定に向けては、それぞれ流域
の特徴を踏まえ具体的な施策・取組をできる
限り盛り込んだ計画を策定し、計画に沿って
地域の各主体が中心となった持続的な水循環
保全活動が図られるよう進行管理を行う必要
があります。
煙事業の推進に当たっては、「各流域ごと」の視
点に加え、「各流域をまとめた」視点も併せて
取り組む必要があります。
煙基本計画の管理指標の中には、定期的に把握
更新し難いものも含まれているため、定期的
に補完しうる類似補助指標の設定検討が必要
です。

また、流域計画で設定する管理指標につい
ても、定期的に補完することができ、かつ、
身近でわかりやすいものを検討する必要があ
ります。

⑤　今後の施策展開の方向性
煙既に策定した鳴瀬川流域水循環計画に基づく
事業の進行管理を行っていくとともに、残余
の４流域については平成２５年度までに、計画
的に流域水循環計画を策定していきます。
煙計画の進行管理と新たな流域計画の策定作業
とを並行して進めていくことになるため、将
来を見据えながら、現場と望ましい将来像を
意識し、実効性ある「計画づくり」「運用」
「評価」「見直し」の作業を進めます。
煙これまでは、各主体が、環境、治水、利水な
どのそれぞれの限定した側面を捉えて解決を
図る「場の視点」に立った取組を実施してき
ましたが、流域全体の「流れの視点」に立ち、
上流域と下流域の連携、各主体間の協働連携
を重視し、具体的な目標と施策を示し、点検
を重ねながら、各流域の健全な水循環の保全
に向けた取組を推進していく必要がありま
す。


